別添様式２


地域脱炭素移行・再エネ推進事業計画（重点対策加速化事業）

（基本情報）
	地方公共団体名
	

	事業計画名
	

	事業計画の期間
	




	１．　2030年までに目指す地域脱炭素の姿

	（１）目指す地域脱炭素の姿

（２）改正温対法に基づく地方公共団体実行計画の策定又は改定

（３）促進区域




	２．　重点対策加速化事業の取組

	（１）本計画の目標

（地方公共団体実行計画に掲げる目標達成に向けた重点対策加速化事業の位置付けや活用方策等）

（本計画の目標等）　
	①温室効果ガス排出量の削減目標
	　　トン-CO2削減／年

	②再生可能エネルギー導入目標
	　　kW

	（内訳）
　・太陽光発電設備
　・風力発電設備
　・中水力発電設備
　・バイオマス発電設備
	
　　kW
　　kW
　　kW
　　kW

	③その他地域課題の解決等の目標
	

	④総事業費　
	　　千円
（うち交付対象事業費　　　　千円）

	⑤交付限度額
	　　千円

	⑥交付金の費用効率性
	　　千円／トン-CO2



（２）申請事業

　①屋根置きなど自家消費型の太陽光発電
	年度
	
	

	合計
	
	


②地域共生・地域裨益型再エネの立地
	年度
	
	

	合計
	
	


③業務ビル等における徹底した省エネと改修時等のZEB化誘導
	年度
	
	

	合計
	
	


④住宅・建築物の省エネ性能等の向上
	年度
	
	

	合計
	
	


⑤ゼロカーボン・ドライブ
	年度
	
	

	合計
	
	



（３）事業実施における創意工夫


（４）事業実施による波及効果


（５）推進体制
　①地方公共団体内部での推進体制


　②地方公共団体外部との連携体制





	３．　その他

	（１）財政力指数

　令和　年度　○○市財政力指数　　

（２）地域特例

　該当地域： 
　対象事業： 
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